別記第１号様式
新エネルギー設計支援事業計画書（案）
年　　月　　日

北海道知事　　　鈴木　直道　様

新エネルギー設計支援事業費補助金交付要綱第６条に基づき次のとおり事業計画書を提出します。

１　事業名等
	事業の名称
	

	事業者の名称
	


　※必要に応じてセルの改行、別添記載等してください。

２　申請者の概要

（市町村又はコンソーシアムの代表者）
	申請者名
	

	住所
	〒


	業種
	
	資本金
	

	従業員数
	一般被保険者又は職員数　　　　　　　　　　　名

（うち　臨時雇用・パート　　　　　　　　名）


	主な事業内容
	

	設立年月日

及び沿革
	

	連絡担当者
	所属
	
	職名・氏名
	

	
	電話
	
	Fax
	
	E-mail
	


（コンソ－シアム構成員）　　　※構成員が２者を超える場合には、構成員欄を増やして記入してください。
	申請者名
	

	住所
	〒

	業種
	
	資本金
	

	従業員数
	一般被保険者又は職員数　　　　　　　　　　　名

（うち　臨時雇用・パート　　　　　　　　名）

	主な事業内容
	

	設立年月日

及び沿革
	


３　事業の内容
(1) 補助対象事業の内容
	


　
(2) 事業実施による地域の課題解決や地域への貢献など
　　　補助の対象とする事業は、新エネルギー設備等の導入による地域の課題解決や地域経済活性化、地域への貢献につながる事業とします。取り組みの内容をできるだけ附帯的に記載してください。
	例：地域の課題解決や地域経済活性化（地域資源の有効利用や地元雇用の創出など）、平常時や非常時におけるエネルギー供給の対象施設名・容量、事業で実施する地域への貢献内容（資源の購入量、雇用の予定人数）



　
(3) 補助対象事業の事業可能性

※補助対象事業の過去の事業可能性調査の概要及び結果を記載してください。

	過去の事業可能性調査事業名称
	

	実施年月日
	

	事業の概要
	

	事業の結果
	


　
(4) 売電収入による投資回収、熱利用、環境教育への貢献、新たな産業への雇用創出効果又は防災拠点としての利用等、地域特性を活かしたエネルギーの活用方法
	


(5) 補助対象事業の項目と分担

	事業項目
	内容
	分担

	
	
	

	
	
	


(6) 補助対象事業のスケジュール
	事業項目
	７月
	８月
	９月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


４　補助対象事業の実施体制
   ※事務局、委員会等の役割・関係及び専門的な意見が得られる構成メンバーの案を示すとともに、図示してください。
	※記入、図示




５　補助対象事業費

(1) 補助対象事業に要する経費　　　　　　　　　　　　円

(2) 補助金要望額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
(3) 事業者負担額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
(4) 補助対象事業の経費の配分

	項目
	区分
	内容
	補助対象事業に要する経費
	負担区分
	備考

	
	
	
	
	補助金要望額
	事業者負担額
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


(5) 委託企画案及び委託先の選定方法

	


(6) 予算措置又は財政基盤の有無
　　※直近の財務諸表（損益計算書、賃借対照表）を添付してください。

	


６　設計後の新エネルギー設備導入の見通し

※導入に向けた事業化スケジュール、イニシャル・ランニングコスト回収の見通し、社会的受容性（許認可、地域合意形成等）等を記入してください。
※設計を予定する新エネ設備を導入した場合の設備容量および想定年間ＣＯ2削減量を記入してください。

※売電を想定した設計をする場合には、系統への接続の確保状況についても記入してください。
	・設計する新エネ設備を導入した場合の
　設備容量（発電量、熱量想定を記入）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　想定年間ＣＯ2削減量　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｔ－ＣＯ2


７　事業により期待される効果

 ※売電収入による投資回収又は熱利用（該当する場合に限る。）、環境教育への貢献、新たな産業への雇用創出効果その他防災拠点としての活用、地域活性化、他市町村等への先導性・波及的効果等
	


※添付書類
　(1) 決算書（直近２期分）（事業報告書、貸借対照表、損益計算書等）　　　　　　※法人を含む場合
　(2) 定款及び商業登記法第10条に規定する登記事項証明書　　　　　　　　　　　※法人を含む場合
　(3) コンソーシアムによる申請の場合は、その協定書（別紙「コンソーシアム協定書（案）」を参考とすること）の写し
　(4) 当該事業計画に関する特許、実用新案、意匠登録、プログラム著作権等を取得又は出願している場合はその書類の写し（出願番号又は登録番号及び技術の概要がわかるもの）
　(5) 売電を想定した設計をする場合は、系統への接続の確保状況を示す書類
　(6) 会社案内等のパンフレット　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　※法人を含む場合
　(7) 補助対象経費の中に補助対象者の自社又は資本関係にある会社からの調達分（設計、工事含む）がある場合、調達品の原価（製造原価又は工事原価）算出書類　 ※コンソーシアムで該当がある場合
(9）その他の事業計画に関して参考となる書類
※構成員に法人事業者を含む場合(１)(２)(３)(６)を添付
4

